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一般財団法人日本語教育振興協会維持会員に関する規程 

 

 

第１条 一般財団法人日本語教育振興協会定款(以下｢定款｣という。)第４１条第６項及び第４２

条第２項の規定に基づき，この規程を定める。 

 

第２条 維持会員は，一般財団法人日本語教育振興協会（以下「協会」という。）の趣旨に賛同し，

日本語教育の一層の充実・発展を目指して協会の活動に参画しようとする日本語教育機関であ

って，所定の加入申込を行い，かつ，理事長により承認されたものとする。 

２ 維持会員は，協会の日振協第三者評価を受審することが望ましい。 

３ 維持会員は，「日本語教育機関による留学生の受入れに関するガイドライン」（平成 15年 6月

11 日維持会員協議会制定）を遵守するよう努めるものとする。 

４ 維持会員は，自らの教育機関における日本語教育の水準の維持向上に努めるものとする。 

 

第３条 維持会員は，次の各号に掲げる地区ごとに，各地区における維持会員間の情報交換，連

絡等を行うため，地区維持会員協議会を開催する。ただし，必要に応じ合同して開催すること

ができる。 

 (1) 北海道・東北地区 

 (2) 関東・甲信越地区 

 (3) 東京地区 

 (4) 東海・北陸地区 

 (5) 近畿地区 

 (6) 中国・四国地区 

 (7) 九州・沖縄地区 

２ 地区維持会員協議会は，必要に応じ随時開催するものとする。 

３ 地区維持会員協議会（合同で開催する場合を含む。）においては，事業計画，収支予算その他

協会の運営に関する重要事項について協会から報告を受けるものとし，維持会員は，協会の運

営について意見を述べることができる。 

４ 各地区維持会員協議会は，協会の理事会に対し選挙その他の方法により選出した者を協会の

評議員候補者として推薦することができるものとする。 

 

第４条 維持会員が納入すべき会費は，次のとおりとする。 

      入会時一時金  ５万円 

    年会費 １８万円＋（２５０円×在籍者数。千円未満は切捨て。） 

２ 前項に定める会費は，入会時一時金については入会時とし，年会費については各年度の５月

３１日までに納入するものとする。 

３ 維持会員が前項に定める日までに年会費の全額を納入することが困難なときは，理事長は分

割して納入することを認めることができる。 

４ 既納の会費はいかなる事由があっても返還しない。 

 

第５条 前条の入会時一時金及び年会費は，当該年度の公益目的支出計画における実施事業等会

計に１００分の４０を，その他会計に１００分の３０を，法人会計に１００分の３０を，それ
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ぞれ使用するものとする。 

 

第６条 維持会員は，協会の刊行する会報の配布，協会からの情報提供等を受け，及び協会が開

催する研究会・研修会等に会員料金で参加することができる。 

２ 維持会員は，協会の維持会員である旨を表示することができる。 

 

第７条 維持会員が退会しようとするときは退会届を提出するものとする。 

２ 維持会員が第４条第１項に定める年会費を同条第２項に定める日までに納入せずに未納のま

ま２年を経過したときは，退会したものとする。 

３ 維持会員が協会の目的に反する重大な事由が生じたときは，理事会の決議により，当該維持

会員を退会させることができる。 

 

第８条 維持会員の入会及び退会の手続その他実施のために必要な事項は，理事長が定める。 

 

第９条 この規程の改正は，理事会の議決を経て，理事長が定める。 

 

   附 則 

１ この規程は，平成２年２月２６日から施行する。 

２ 第２条第１項の規定にかかわらず，本会設立当初の維持会員は，日本語教育振興協会が，同

会に置かれた審査委員会による審査を経て承認した維持会員とする。 

   附 則 

 この規程は，平成１４年３月１２日から施行し，平成１４年度分の会費から適用する。 

   附 則 

 この規程は，平成１５年３月４日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１５年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成２２年７月６日から施行する。 

   附 則 

１ この規程は，一般財団法人設立の登記の日（平成２６年４月１日）から施行する。 

２ この規程の施行の日において年会費が未納となっている維持会員は，協会が改正前の規程に

基づき最初に納入を指定した日から２年を経過した時に退会したものとする。 

   附 則 

 この規程は，平成２８年４月１日から施行する。 

    附 則 

１ この規程は，平成２９年１０月４日から施行する。 

２  第２条第１項及び第２項の規定にかかわらず，この規程の施行日において既に維 

 持会員である者は，引き続き改正後の規程による維持会員とする。 

   附 則 

この規程は，平成３１年４月 1 日から施行する。 

   附 則 

この規程は，令和６年４月３０日から施行する。 
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   附 則 

この規程は，令和７年４月１日から施行する。 

 


